
提出課：

104

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 15 民生費 項 5 社会福祉費 目 1

1472

県支出金 その他 一般財源

102,941 0

【事業の内容】

　低所得世帯への支援としての追加メニュー。 300千円

50千円

120千円

【補助対象者】　

　令和４年度の住民税非課税世帯　1,600世帯

　家計急変世帯　400世帯 986千円

【給付額】　 275千円

　　1世帯あたり5万円

1,210千円

100,000千円

【財源内訳】　国庫補助金102,941千円（補助率10/10）

　電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、
特に家計への影響が大きい低所得世帯（ 住民税非課税世
帯等） に対して、１世帯当たり５万円の現金を給付する。

　(確認申請用申請封筒、返
信用封筒、口座振込通知封
筒印刷)

(令和4年1月以降令和4年12月までの任意の1か月の収入で
判定した結果、非課税扱いとなる世帯。ただし、農業収入や
季節労働など予期できる場合は除く。)

(確認申請、口座振込通知送
付発送代、確認申請返信後
納郵便)

　子育て世帯支援特別給付金給付金
（電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金分）
　　100,000千円×100％＝100,000千円
　子育て世帯支援特別給付金事務補助
　　2,941千円×100％＝2,941千円

(口座振込手数料、組戻手数料)

システム改修委託料

●緊急支援給付金

　緊急支援給付金

 口座振込手数料

議案説明資料

令和４年第８回臨時会

令和４年度大山町一般会計補正予算（第8号）

福祉介護課

社会福祉総務費

議案番号

事業番号

国庫支出金

102,941

地方債

●人件費

今回補正額
今回補正額の財源内訳

今回補正額の経費内訳補正理由・事業概要

補正前

29,942

事業名
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付
金事業

　時間外勤務手当

●事務費

  通信運搬費

　消耗品費

　印刷製本費



提出課：

104

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 15 民生費 項 5 社会福祉費 目 1

1487

県支出金 その他 一般財源

23,799 11,200 12,599

【補正理由】 7千円

20千円

【事業概要】 404千円

【スケジュール】（予定） 275千円

・令和4年10月下旬　システム改修契約

・令和4年11月上旬　システム改修完了、対象者抽出

・令和4年12月上旬　確認書送付（口座情報確認）

・令和4年12月下旬　口座振込開始（順次）

・令和5年1月下旬　口座振込完了（全件） 693千円

【財源内訳】　　県補助金11,900千円（補助率1/2）

22,400千円

　＠14,000×1,600世帯

県議会において、5月に承認された生活困窮世帯支援事業
が9月に追加補正されたことに伴い、電気代等の高騰が継
続している状況を踏まえ、前回同様に生活困窮者に対する
光熱費の助成を継続実施することで、切れ目のない生活支
援対策を行う。

前回の光熱費助成事業と同様に住民税非課税世帯を対象
とするが助成金の額を14,000円に改め指定口座に振り込
む。

鳥取県物価高騰にかかる生活困窮世帯支援事業補助金
22,400千円×1/2＝11,200千円

12委託料　　　　　01委託料

振込通知郵送料＠84×1,600世帯

システム改修委託料

19扶助費　　　　　01扶助費

光熱費助成金

03手数料

口座振込手数料

通常分＠110×1,500世帯

組戻分＠1,100×100世帯

11 役務費　　　01 通信運搬費

通知郵送料＠84×1,600世帯

後納郵便料＠84×1,600世帯

13,233

10 需用費　　　01消耗品費

コピー用紙＠6,000×1箱×1.1

04　印刷製本費

返信用封筒@9×2,000枚×1.1（税）

補正理由・事業概要 今回補正額の経費内訳

国庫支出金 地方債

社会福祉総務費

事業番号 事業名
住民税非課税世帯に対するエアコン等光熱費
助成事業

補正前 今回補正額
今回補正額の財源内訳

令和４年第８回臨時会

議案説明資料

福祉介護課

議案番号 令和４年度大山町一般会計補正予算（第8号）



提出課：

104

（提案理由　及び　議案概要） （単位：千円）

款 15 民生費 項 5 社会福祉費 目 1

1497

県支出金 その他 一般財源

16,000 0

【補正理由】

16,000千円

【事業概要】

【財源内訳】　　国庫補助金　16,000千円（補助率10/10）

　介護保険サービスや障害福祉サービス等は、国の定める
制度により利用者負担額が設定されており、急激な円安等
によるエネルギー・材料価格の上昇を価格に転嫁できない
仕組みとなっている。よって、これらのサービスを提供する社
会福祉施設等を運営する法人に対し、物価高騰分の経費を
助成することにより、町内に所在する社会福祉施設等の経
営の安定化を図る。

　令和3年度の光熱水費及び燃料費の10％相当額を補助金
として交付する。交付対象者は、町内に所在する社会福祉
施設及び介護保険施設等を運営する法人とする。

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金「重点
交付金」　16,000千円

0 16,000

18負担金補助及び交付金

 2補助金及び交付金

補正理由・事業概要 今回補正額の経費内訳

国庫支出金 地方債

社会福祉総務費

事業番号 事業名 社会福祉施設等物価高騰対策事業

補正前 今回補正額
今回補正額の財源内訳

令和４年第８回臨時会

議案説明資料

福祉介護課

議案番号 令和４年度大山町一般会計補正予算（第8号）


